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経済論叢 〔京都大学〉 第166巻 第4号,2000年10月

ごみ処理広域化に関す る政策.史分析(1)

一 広域化計画を題材にして一.…

は じ め に

八 木 信

円本におけるダイオキシン類の発生源のなかで,と くに近年において,廃 棄

物の焼却過程は最 も大きな割合を占めている。このような現状に危機感を抱い

た厚生.省は,一 般廃棄物(以 下,ご み)の 焼却過程で発生するダイオキシン類

の抑制技術を導入できる受 け皿づ くりとして,各 都道府県にたいしてごみ処理

広域化計画(以 下,広 域化計画)を 策定するよう通達 した。そして今後10年以

上め時間をかけて,計 画のなかで区分けされた各ブロックごとに処理施設を整

備 していく予定 となっている。

この広域化計画やそれに関連する政策においては,高 度技術によるダ

イオキシン類の制御が中心となってお り,そ れ らの技術が導入されることによ

る処理 システムへの影響,な かでも行財政シ.ステムの変化は注目すべきである

これについての評価が不足している。 とくに規模の違いはあるが,こ れま

でごみ処理の広域化は一部事務組合でおこなわれてきてお り,こ の組合による

広域処理の成果や課題が一連のダイオキシン対策のなかであま り検討されてい

そこで本論文では,こ れまでの組合による広域処理との比較を廃棄物行財政

システムにかんする政策史の側面か らおこなうことによ6て,広 域化計画の特

徴やこれまでの廃棄物政策の方向性 と広域処理 との関係を検討する。そしてこ

れらの検討内容をふまえながら,広 域化計画やそれに関連する政策が抱える問

.
』～ 、._
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題点 を指摘 し,最 後 に広域処理政策全体 をめ ぐる今後の課題 を示す。

1ご み処理広域化の政策史分析 これまで.の広域処理と広域化計画

1ご み処理広域化の背景

ダイオキシ ン対策 としてごみ処理が注 目された理由は,近 年におけるダ.イオ

キシ ン類の発 生源 の うち,ご みの焼却過程の占める割合 が大 きいためであ る。

この ような状況を うけて.1997年1月 に厚生省 によ って,日 本におけるダ.イオ

キシ ン対 策の基 本的指針であ る 「ダイオキ シン類発 生防止等 ガイ ドライン(以

下,新 ガイ ドライ ン)」 が制定 され た。 この新 ガイ ドライ ンは,1990年12月 に

制定 された旧 ガイ ドライ ンにその成果や国内外 におけるダイオキシン関連の科

学研究,お よび制御技術の成果を採 り入れて改訂 したものであ る。 この新 ガイ

ドラインが もつ特徴の なかで,以 下ではごみ処理 の広域化 と関連す る緊急対策

と恒久対策 について言及す るu。

これ らの2つ の対策の うち緊急対 策 とは,ダ イオキシンが及ぼす人体 への健

康影響評価 を もとに設定された基準濃度 を実現す るための対策であ る。具体 的

には,ガ イ ドライ ン施行後1年 以 内(1998年11月30目 まで)に,ご み燐却施設

か らの排 出濃度 を80ngTEQ/Nm」 以 下 にす るた めに燃焼管理 や施 設改造 を行

い,さ らに対策が困難な施設 につ いては休止や,場 合に よっては廃止す ること

をその内容 と してい る。

一方の恒久対 策 とは
,ダ.イ オキシン類の環境中での挙動が まだ.卜分 に解明 さ

れてお らず,そ れ らの強い毒性が及ぼす人体への健康影響 を考 えれば,で きる.

か ぎ りその総量 を削 減す るこ.とが望 ましい とい う見解か ら,実 施可能 な最善 の

技術を もとに設定された基準濃度 を実現す るために行われ る対策であ る。新 ガ

イ ドラインでは,ガ イ ドライン施行後5年 以内(2002年11)930日 まで)に,ご

み焼却施設か らの排 出濃度 を新 設 と既設 ご とに炉 の形式 の違 い に応 じて,0.1

1)技 術対策の内容を中心 とした新ガイ ドラインの特徴について鱗 平岡[1997]や 酒 井[1998]

を参照。

L... .、.「
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～5 .OngTEQ/Nm3の 基 準濃度以下にす る内容 を提示 してい る。

この恒久対策 として定め られた基 準濃度 を実現す るため には,技 術 的内容 と

して高温でかつ24時 間の連続運転をおこなう全連続炉 の施設が必要 とされてい

る。 これ らの理由 と しては,高 温での燃焼 にか ん して は燃焼 温度が800℃ 以 上

になるζそれ以..Fに くらべて発 生濃度が低下す ることに,ま た連続運転 につ い

ては,急 激 な温度変化によ って不完全燃焼が生 じる立ち.ヒげ時 と立 ち下 げ時が,

ダイオキシ ンの発生量の うち全体 の約.半分 を占めてい ることにそれ ぞれ求め ら

れてい る。そ して新ガ イ ドライ ンで は,こ れ らの内容 を満 たす ためには最低で

も100t以 上 の大規模 な焼却炉が必要であ ると してい る。

だが,.日 本における これ まで のごみ処理 システ ムは,多 数 の中小規模の炉 を

用いた焼 却処理によって支 えられて きたのが実態 であ り,恒 久対策 としての技

術的内容 か ら求め られ る処理 システムと現行 のそれ とのあいだ に乖離が存在 し

てい る。そ ζで,こ れ まで ごみ処理 を担 っていた各自治体 およびこれ らの 自治

体によって構 成されてい る.・部事務組合 で稼働 してい る中小 規模 の焼却炉 を整

理統 合させ,全 連続炉の運転が可能な レベルまで ごみ処理の範囲を広域化す る

方向へ と処理 システムを見 直す ことが必 要 とされ たのであ り,そ れを具体化 し

.た ものが広域化計画なのであ る%

ところで広域化計画 にたい しては,古 市 ・瀬尾 ・金井[1998]な どで は,こ

れまで のごみ処理政策の経験則で ある自区内処理原則 につ いて再考が必要 とな

るような,ご み処理 システ ムに大 きな影響 を与え るもので ある とす る意見.もみ

られ る。だが筆者は,今 回の計画 をこの ように位置付 ける ことはあ ま り適切で

はない と考え る。なぜ な らそこで は,一 部事務組合 によるごみの広域処理が こ

2)す でに新ガ イドラ インのなかで,ダ.イ オキ シンの削減対策 と して広域化計画 を策定す.るこ とが

述べられ ていたが,都 道府県 による実際の広域化計 画の策定 は,1997年5月28日 付で通達が出さ

れた 「ごみ処理 の広域化計画について」に もとづい て行われた。 この通達のなかでは広 域化計 画

で取 り組 むべ き配慮事項 として,「 ダイ オキ シン削減対策」,「焼却残渣の高度処理対 策」,「マテ

リアル リサイクルの推進」,「サーマ ルリサイク)レの推進」.「最終処分場の確 保対 策」,「公共事 業

のコス ト縮減」 とい った6つ の項目を挙げている.最 後の項 目については新 ガ イ ドライ ンで は触

れ られて いないが,財 政構造改革の一 環と して,新 ガイ ドライン以降に通達され た 「廃棄物処理

施設整備事業費用縮減行動計画」 で提示 され た内容 を反映 した ものである。
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れ までの 日本における広域行政 におい て,そ の中心 的な役割 を果 た してきた こ

とを見落 と してお り,さ らに組合 による広 域処理が,都 市 問題 として のごみ問

題対策 と して 自区内処理原則が打 ち出 された時期 とほぼ並行 して進展 した こと

も見過 ご しているか らで ある。

この ように既存 の広域処理 システムにたいす る評価が不十分であ りなが ら,

計 画では組合による もの と比べて,更 に大 きな範囲で広域処理 を展 開す る内容

にな っている,、そこで本節で は,組 合でお こなわれ て きた広域処理 との類似 点

か ら,こ れまでの廃棄物政策 とごみ処 理の広域化 との関係 を検 討 し,ま た これ

らの相 違点か ら広域化計画の特徴 について述べ るこ とにす る。

2広 域処理の政策史分析 これまでの広域処理との類似点から一

ここでは,組 合による広域処理 と今回の広域化計画との類似点を探 ることに

より,こ れまでの廃棄物政策の方向性 との関係から,共 通して見 られるその政

策史的特徴について言及する㌔

第1の 類似点は,廃 棄物処理の技術内容をめ ぐる動 きを受けて行財政システ

ムが変化するなかで,広 域処理が進められたということである。 とくに日本に

おいては,1970年 に制定された 「廃棄物の処理及び清掃に関.する法律」(以 下,

廃棄物処理法)か ら,そ れ以前にも増 して焼却処理とそれ らの焼却物の埋立処

分を重視 し,ま たこれらを政策内容の中心に据えてきたことに大 きな特徴をも

つ。

ごみの広域処理を行 う組合数は,1960年 代後半から70年代前半にかけて地方

圏を中心に急速な進展を見せた。このような動 きの背景には,郊 外人口の増加

や農村地域における生活様式の都市化 によって,小 都市や町村においてもごみ

の排出量が急増 し,そ れ らに対処するための共同消費手段 として廃棄物施設へ

の行政需要が高まったこと,.さらにi二記 した廃棄物処理法の制定によって,そ

3)以 下で述 べ る一 部事務 組合 によ る広域 処理 にかんす る全体 的 な現状 把握 につい ては,八 木

[1999-20〔咽 を参照。
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れまで自家処理や民間委託に処理を任せていた自治体の多 くが,自 ら処理施設

を建設 し運営するようになったことが挙げられる。

そ してとくに重要なことは,こ のように行政需要が高かったにもかかわらず,

生活基盤投資である廃棄物処理施設にたいしては,道 路や港湾などの生産基盤

投資に くらべて積極的な財政措置が採 られなかったことである」)。このような

状況において,廃 棄物処理法で処理責任を担っている自治体のなかでは単独処

理を行うにも財政負担に耐えられず,ま た迷惑施設とされてきた廃棄物処理施

設の立地選定を各自治体が行 うといった別.の負担要因も加わって,こ れらの自

治体問で.半自発的に組合による広域処理が実施されてきたのである5}。

その一方で,広 域化計画で区分けされた処理ブロックの規模を規定している,

ダ.イオキシン類の制御技術にかんする内容をみると,燃 焼過程での発生抑制 と

処分場に搬入して埋め立てる焼却残渣からの漏出防止の観点から,炉 の高温連

続運転化や焼却残渣の溶融固化を推奨 している。そ して,.計 画における広域処

理の範囲は,こ れらの焼却および埋立にかんする技術導入の可能性と規模の経

済を例 とする経済性の観点から設定されているのである。よって,焼 却処理と

埋立処分にかんする技術内容の変化のなかでごみ処理の広域化が計 られている

点において,こ れまでの広域処理と今回の広域化計画のあいだに類似点の1つ

を.見い出す ことができる。

第2の 類似点は,基 本的にはごみの焼却量が増大する方向で広域化が計られ

ていることである。組合による広域処理は,経 済成長や人口をはじめとする社

会構造の変化をうけて,増 大する廃棄物を焼却処理によって対応するなかで形

4}こ のよう雑 芸資本整備の ア・バ ラ・・と磯 厳 被 えた経済体制 との関側 ・つ いては,.宮
本L1976]を 参照。

5)広 域処理 によって 自治体ご とに施 設の立地選定 を行 う必要はな くなるが,今 度 はその責任主体
が組合 に移 る;と になる。.部 事務組合の事業内容 を決め る議 会議員は住民 による直接選挙で選

出 されていないために,住 民が議員 をつ うじて 、ン:地政策にかん して意見 を反映 させ ることは困難

とな り,こ の ことか ら立地選定が行いやす くなる とい う側面 も考 えられ る。 しか し,組 合に よる
施設の立 地状 況をみる と.人 口の多い 自治体な どに施設を集 中させ てい るところがあ る一方で,
負担 を分 けあ うということか ら各自治体に施設を分 散させ ている組合 もあ り,以 上のよ うな立 地

政策か らみた広域処理 にかん しては,組 合ご とに意 向の違 いがあ ることに注意す る必要がある。
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第1表 広域化計画におげる焼却量の将来予測

都道府県名 単位 1998年 度 2003年 度 2008年 度 2013年 度 2018年 度

S県 t/年 1,980,ユ25 2,ユ30,505 2,339,650 一

一

N県 V年 538,248 606,100 660,955 707,028 806,641.

丁県 t/目
1,512.1 1,580-

1,267

1,640-

1,189

1,649～

1,196

L,644-

1,193

W県 t/年 323,532 270,109 267,704 NA 254,821

注1):S県 について は1997年 度,2002年 度,お よび2007年 度のデー タである。

2);N県 の最終 目標年度4&2019年 度で ある。

出所;各 都道府県の広域化計画よ り作成 。

成されて きたことはすでに述べた。他方で今回の広域化計画では,処 理責任を

担 う市町村のごみ処理基本計画で示され℃いるごみ排出量の将来推計値に基づ

.いて,統 合後の新たな施設規模を設定 している。では,そ こにはどのような推

計値の傾向がみられるのであろうか。

第1表 では,焼 却施設の統廃合が広域化計画の最重要課題であることに鑑み

て,都 道府県単位でみた場合の焼却量にかんする推計値をいくつか示 している。

これをみるとタイプとしては,増 加率の増減という程度の違いはあるがS県 や

N県 のように将来において焼却量が増大すると.見込んでいるところ,.丁県のよ

うに1人1日 あた りのごみ排出量が現状維持の場.合と県が掲げる減量化や リサ

イクル政策が進展 した場合とに分けて焼却量の増減を見込んでいるところ,焼

却量が現状維持で推移するとしているところ,そ してW県 のよ.うに近年におけ

る人口減や減量化およびリサ.イクル政策の進展を反映させるかたちで,焼 却量

の減少を見込んでいるところの4つ にわけることができる。そして,策 定され

た広域化計画のなかでは,焼 却量が増大すると推計 しているタイプのも.のが依

然 として多いのである。

ごみの焼却量が増えるのであれば,こ れまでよりも大きい規模の焼却施設を

建設することによって,規 模の経済を実現することができる。しか し.も し焼

却量 自体が減少するのであれば規模の経済は実現できず,ま た集約化によって
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第1図 補助事業費 と単独事業費の比較

(277)33

[==コ 補 助事業費

一 中独事業費

一 層一 地方債発行額

89909ユ9293949596

年 度

出所1地 方財政調査研究会編r地 方財政統計年報』 各年度版 よ り作成.
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規模 を大 き くしょうとす ると,収 集 運搬 において経 費が増大 し.てしまう。 この

ことか ら,焼 却施設か ら得 られ る規模 の経済 をよ り大 き くす るため には,焼 却

量 の増大 は不可欠 な前提 条件なので あ り,今 回の広 域化計 画で もこの条件 を満

たそうとす る都道府県が多いのである。 その 方 で,焼 却量 が減少す ることを

予想 しているW県 では,か ろ うじて10⑪tを 基準 として広域 ブロ ックを設定 し

ている。 また この県では広 域市 町村圏組合 も多 く,組 合の分裂はな るべ く避 け

るよ うに指示 され てい るため に,100t未 満 で も1つ.の ブロ ック と して設定 さ

れているとこ.うもあ る。

第3の 類似点 は,廃 棄物 処理 にか んす る財政措置であ る。その特徴 として,

国庫補助金や地方交付 税にみ られる超過負担問題や建設費 を重視 した措置 内容

は これまで に も指 摘 されて きたが,近 年 と くに注Flす べ きは以下 の ことでiら

るδ:1。

それ は第1図 にしめす ように,ご み処理施設の建設事 業費 に充 て られ る地方

債 の発行額が,近 年 とくに大 きくな っていることであ る。 この傾 向が現われ た

6)以 下で説明す る1990年 代 嫉前 の廃棄物財政の特徴 につい ては寄 本』口9741,寄 木[1982]や 岩

崎[19851を 参 照 。

.窮.
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背景としては,R米 貿易摩擦を解消するために政府が公共投資による内需拡大

政策を打ち出したことに求められる。それを具体化 した公共投資基本計画では,

生活関連の社会資本整備については地方自治体の果たす役割が大きいとして,

地方 自治体による公共事業の積極的.な実施を期待していた。そして折 しも,こ

の計画の初年度にあたる1991年度からは,そ れまでのバブル経済に踊 っていた

日本経済が陰 りを見せはじめ,国 庫補助金の原資となる税収について も,そ れ

までの伸びがあまり期待できなくなってきた時期で もあった。

このような事態をうけて,政 府は補助金を交付 しない地方単独事業の拡大を

はかるために,地 方債の許可発行枠を増やしたのである、,さらに,.以上のよう

な公共事業をめぐる全体的な動きにくわえて,廃 棄物処理施設をめ ぐっては別

途異なる要因が,上 記 した財'源構成の特徴をもたらした。それは,廃 棄物処理

法の制定後に建設された焼却炉の更新が1990年 前後から増えたこと,お よび国

の財政危機をうけて1993年 度から1997年度まで国庫補助金が定率制から定額制

へと変更される一方で,地 方債の発行許可枠が拡充されたことである7」。 これ

らの結果,第1図 にみるようにこの期間を通 じて単独事業の占める部分が大 き

くな り,そ れにともなって地方債の発行額 も急増 したのである。

また,地 方債の発行増加にともなう地方自治体の財政負担を軽減させ るため

に,地 方債の元利償還部分の一部を交付税によって措置する政策が拡充された。

データの制約のために,し 尿 をふくめた清掃費全体の値ではあるが,地 方交付

税のうち建設投資への財政措置として充当された額 と,そ れが地方交付税 と地

方税を合わせた額に占める割合を第2図 にしめしている。この図か ら,第1図

において地方債の発行額が増大した時期 と交付税額の増加 したそれが一致 して

いることがわかる。

一方 ,今 回の広域化計画に関連 した財政措置では.次 の相違点のところで述

べるように,広 域化を誘導するような措置内容が採られてお り,こ れ らの措置

7)国 庫補助金の定率制から定額 制へ の移行や その背景の具体的な説明については,務 台[1993]

や月巴至愛[1994]を 参照。
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投資 的経費への交付税充当額 とその一般財源等に占める割合

090919293949596

年 度

注1「..般 財源等」 とは地 方税に地方交付税 を加 えた ものであ る。
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を利用する自治体が多 くなると,地 方債の発行額についてはこれまでよりも減

少することが予想される。だが誘導措置め1つ として,1998年 度 と1999年度に

は広域化計画に従 った100.未 満の新設の単独事業にたいして,地 方債の発行

額が10%,交 付税による元利償還措置が20%そ れぞれ割増 しされており,こ こ

で も補助金の代替財源として地方債の拡充と交付税による措置が実施されたの

である帥。

3広 域化計画の特徴 これまでの広域処理との相違点から一

ここで は,こ れまでの一部事務組合 による広域処理 との相違点か ら,ダ イオ

キシ ン対策 を中心的な課題 として策定 された広域化計 画にかんす る特徴 を検討

す る。

第1の 相違点は,広 域処 理が トップダウンでかつ画山的 に計 画されている こ.

8)な お2000年 度か らは,広 域化計 画で 区分けされたブ ロックのなかで,諸 事情 によ り100t未 満

の施設規模 とな っている ところにたい しても補助金が交付され る。また1995年 度の新規着..「事業

か らは,従 来行わ れていた交付 税の事業費補 正部分の うち,そ の 多 くが元利償還措 置且00%の 財

源対策債 に とってかわる ことになった。これ らの変化について詳 し くは,『 地方交付税制度解説

〔補正係 数/基 準財政収入額篇)1地 方財務協会,各 年度版を参照。
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とである。組合による広域処理では,廃 棄物処理法において処理責任が市町村

に求められていることを反映 して,広 域化の範囲は構成市町村の合意のもとで

決められたところが多い。ところが広域化計画は,各 自治体や組合の政策担当

者との話 し合いがなされたとは言えども,計 画の策定..ド体である都道府県を介

して,厚 生省側からの トップダウン的な処理ブロックの設定であるように見受

けられる。また.,対 策の基準値 と経済性の観点から求めた技術内容に基づいて,

最低で も100t以 上の焼却施設の運転が可能となるよ.うに処理ブロックの範囲

を設定したところに,広 域化計画がもつ画一的な特徴が見られる。

ところで これまでの組合による広域処理のなかで も,処 理ブロックを計画的

に設定 したところがある。それ らは,197⑪ 年に自治省によって打ち出された広

域市町村圏計画に基づいて形成された一部事務組.合である。この計画では,ブ

ロックの範囲については都道府県が設定 し,地 域開発計画やごみ処理施設など

の整備計画の策定 とそれ らの実施は,ブ ロックごとに設置される協議会や..部

事務組合が担 った。だが,と くに議会を持たないなど,運 営組織として脆弱で

あった協議会によって広域市町村圏計画が策定されたブロックでは,1つ のブ

ロックのなかで異なる複数の一部事務組合によって広域処理が行われた。

今回の広域化計画は,各 市町村のごみ処理基本計画に基づいて,広 域化を実

施する時点での処理施設の規模を現時点で推定している都道府県が多いこと,

そ して以下で述べるように,ご み処理の広域化を誘導する財.政措置が拡充され

ていることに大きな違いはある炉,所 轄が異なるとい うことで広域市町村圏計

画の下で行われてきた広域処理にかんする成果や問題点を十分に検討せずに,

広域化計画を策定した.都道府県が多いことは問題である.

.第2の 相違点は,広 域化の範開の違いである。第3図 にみるように,人 口規

模が大きい市レベルでは町村 レベルと比べると,組 合による広域処理はあまり

行われて来なかった。 これらの自治体では,.人 口規模が大 きくかつ事業活動も

活発であったことを受けて,ご み処理に必要な則源 がある程度確保できたから

である。さらに,東 京ごみ戦争か ら生まれた経験則としての自区内処理原則 も,
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第3図 人r.1規模 と組合処理率

(281)37

o 大都市
〔:含50万人以上 罰万人以ヒ2D万人以上10万人以上.5万人以ヒ5万人未満 町制.

特別区:1の 市5ゆ 万未満の30万未満の20万未満の10万未満の`の 占

有 市 市 市

注:「ごみ組合処埋率」とは,Il∫町村処理量と自家処理量および組合処理量に占

める最後者の割合のことを言う。

出所:「廃棄物処理事業実態調.査統計資料(.般 廃棄物月 各年度版より作成。

これらの自治体が単独処理を行 うに至 った背景 としてあ ったで あろ デ 。では ,

ごみ の広域処理 を行 っている...・部 事務組合 は,ど の ような市 町村 によって構成

されてい るのであろ うか。

則.殿方か らみた筆者 の分類で は,お もに都市部 とその近郊 において財政力指

数が高い 自治体 間で構成 されてい る 「都市型組合」,お もに都市部 とその近 郊

で.財政力指数が高い 自治体 とその値 が低 い周辺 自治体で構成されている 「広域

型 組合」,そ して農村部 を中心 と して財政力が低 い 自治体 間で形成 され ている

「地方型組合」の3つ が存在す る。 そ して,こ れ らのなかで大 きな割合 を.しめ

るのが地方型組合 であ り,そ の次 に広域型組.合,一 番少ないのが大都市 圏を中

心 にみ られ る都市型組合で あるが,こ の ような順 序 となった現 出は.ヒ記 した よ

うに,人 口規模が大 きく財政力が高い市 レベルの自治体が単独処理 を行 ってい

るためで.ある。

9)財 団法人 日本都市 セ ンター[1998]に は 白区内処理原則に関連 した質問 もあるが,そ こで は市
レベ ルの都市 自治体 の約 ヨ分 の ¢が,何 らかの条件を付 けての 「区域 内処理」 を好 ましい処理 シ

ステ ムとして選択 してお り,こ の割合は 「効率的で経済性 の高 い方法 を選択す る1よ りも上図 っ

てい る.
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一 方
,都 道府 県の広域化計画では新 ガイ ドライ ンの内容 を うけて,そ のほ と

ん どが100t以 上 を基準 とした処理 ブロ ックの区分 けを行 ってい る。だが,こ

れ まで の組合の広域処理のなかで多 く存在す る,地 方型組合 にお ける焼 却炉 の

規模で は,構 成す る市町村 数が相 当数 にのぼ らない限 り上記の基準 には至 らな

い。そ こで計画では,こ のよ うな組合 について は単独 処理を実施 して.いる周辺

自治体や他の広域処理 をおこなって いる組合 との更なる広域化 をめざ してい る。

よって今回の広域化計画で は,こ れ まで 単独処理 をお こな っていた 自治体 もそ

の多 くが広域処理 の構成.市町村 に編 入されてお り,そ の結果 と して,組 合に よ

る広域処理 よ りもさらに規模 の大 きな処理 ブロ ックを設定 してい るところが数

多 くみ られ る。..

第3の 相違点 として,こ れ までめ組合 による広域処理で は,焼 却 と埋立がそ

の事 業内容のほ とん どであ ったが ,広 域化計画 では厚生省 の通達内容 をうけて,

マ テ リアル リサイクルとサーマ ルリサイ クルの推進 も大 きな課題 とな っている

ことが挙 げられ る。サーマ ルリサイ クルについ ては,組 合の広域処理において

も都市型組合や広域型組合 を中心 に行われて きたが ,そ こではボイ ラー熱 の利

用が主であ った。だが,新 ガイ ドライ ンでは ごみ発 電の推進 も目標 に してお り,

ま準そ の経済効率性 を考え ると,広 域 ブ.ロックが保有す る焼却 施設は300t以

上 が望 ま しい としてい る。

ところで,マ テ リアル リサ イクルが組合 による広域処理であ ま り取 り組 まれ

てこなか ったのは,焼 却 と埋 立が これ まで の廃棄物政策の中心的な内容 だ った

こと もあ るが,こ れに くわえて リサイクルをめ ぐる市場性 とそれ を担保す る運

営 システムの問題 および組合が おこなう処理 内容 とい う2つ の理 由が存在す

るか らである と筆者 は考 える。

リサイクルの市場性 を向 ヒさせ る条件 は,植 田[ユ992]が 指 摘 しているよ う

に,リ サイクル技術 とリサ イクル製 品へ の需要が存在 す る状況 のなかで
,有 用.

な属性 をもつ リサ イクル原料 が大量 に得 られ ることであ る。 ところが ,後 者2

つ の必 要条件 をめ ぐって特 に家庭系 ごみ につ いては
,各 世帯の ラ イフス タイ.ル
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やごみ問題に対する関心の違いを反映 して排出形態に違いが起 こりやす く,ま

たごみの量も事業系ごみや産業廃棄物にくらべて少ないために市場性を満たす

ことが難 しい。このような状況もとで市場性を高めるためには,徹 底 した分別

排出ならびに収集が可能となるシステムを構築することが求められる。家庭系

ごみでは,住 民がこのシステムを支える主体 として果たす役割は大きく.そ れ

と同時にごみ処理の責任主体である自治体 との協力関係がシステムを円滑に運

営するために不可欠であることは,資 源ごみ回収における沼津方式以来の リサ

イクル活動から見い出された経験則と言える。

ところが,]つ の自治体の行政範囲を超えた広域行政 レベルで,こ のように

住民との密接な協力関係を必要とする行政サービスを行 うことは,他 の自治体

の地域住民との問題関心の違いや政策内容に対する意向の不一致により,自 治

体.単独よりも難 しくなる。また,こ れまでの日本のごみ減量化や リサイクル政

策では市町村が中心的な役割を担ってきており,さ らにこれらは焼却や埋立と

..くらべてその内容や成果に地域特性が反映されやす く,政 策内容の一致をめぐ

る取引費用がよ.り大きくなるために,こ れまでの広域処理でぽマテリアルリサ

イクルがあまり行われなかったのである。

もうユつの理由は,分 別収集を担う収集運搬過程そのものが,広 域処理の対

象ではあまりなかったことを挙げることがで きる。筆者が行ったいくつかの組

合へのヒアリングではその理由として,処 理サービスのなかで地域住民と最 も

近い関係にあ り,ま た焼却施設や処分場の周辺地以外の多 くの住民にとつτは

唯一,処 理過程のなかで日常的に垣間見れる収集運搬は,苦 情対応との関係 も

ふ くめて市町村が担ったほうがよいという意見を数多く聞いた。また,広 域化

計画のなかで試算されている,広 域化によるごみ処理経費への影響については,

第4図 にみるように,収 集運搬については焼却などの中間処理や最終処分とは

異なり,経 費の増大が予想されている。このような広域化による収集運搬費の

増大を懸念して収集運搬をおこなう組合は少な く,ま たおこなう組合について

も民間委託される場合が多いのが現状である。だが計画では,広 域化の進展に
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.第4図 〔}県に お け る広 域 化 の経 済効 果
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出所=0県 ごみ処理広域化計画より作成。

よってマテ リアル リサ イクルを推進す る ことが可能 になる場合があ ると してい

る。 この理由 を.各都 道府 県が策定 した計画 のなかか ら探 ると,代 表的な もの と

して次の3つ があ る。

その1つ は,先 程述べ た リサ イ クルの市場性を向上させる条件 の1.つ で ある,

大 量収 集の観点 か ら広域化が望 ま しい とす る ものである。次 に ,広 域化 によっ

てそれ まで リサ イクル活動があ ま り活発ではなかワた自治体や組合が
,そ れ ら

の活動 を熱心 に行 ってい る広域 ブロ ックを形成す る他の市町村や組合 に影響 さ

れ るとす るものである。最後 は,広 域化 によって求め られ る分別収集 の統一化

をつ う じて,そ れまで粗大 ごみ と して 回収 していた ものを資源 ごみ として分類

しなお し,こ れ によって資源 回収 を徹 底 させ リサ イクルを進 める とい うもので

ある。 これ らの問題点 については次稿 で言及す る。

そ して最後の相違点は,広 域化 を積極 的に誘導す る財政措置が採 られ た こと

であ る。 これ までの組合 による広域処理で は,広 域行政圏(広 域市 町村 圏)と

して形成された ブロックで処理事業が なされ る場 合に限 って,通 常 よ り5%だ

け地方債 の充当率 を嵩 トげす ることが 主な措置 内容で あ った。 したが って
,.こ

れ らの広博行政圏の範囲とは異なるかたちで広域処理を行っているところは,

単独処理と同 じ財政措置内容であった。.一方の広域化計画では,策 定された広
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域 ブ ロ ック単位で処理事業 を行 わないこ とに対 して罰則規定 はないが,広 域化

を強力 に誘導す るような措 置が採 り入れ られ てい る。

具体 的には,ま ず1998年 度 か ら原則 として100c以 上 の焼 却施設のみ に対 し

て,定 率 制の国庫 補助金の交付が復 活 し,ま た類 似点で言 及 した ように,100

t未 満 の新設の単独事業 のなかで も広域化 計画 に従 った内容の もので あれ ば,

地方債 の発行額 と交付 税 による元利償還措置 をそれぞれ割増 しす る措置が採 ら

れた。1999年 度 には,地 方債 が充 当されない地 方負担部 分 の15%に た い して

50%め 特 別交付 税措置 が なされた。さ らに同年 度 には,補 助事業 に該当す る

100c以 上 の新設や ダイ オキ シン対 策 および高度排水処理対 策をお こな う改造

施設にたい して,199ユ 年 度 よ り対象外 とされていた建屋 について も20001F度 ま

で国庫補助 の対象 に した。 その ・方で,計 画 を遵守 しない 自治体 に対 しては単

独事業扱 いで,な おかつそ こで は地方債 の充 当率 も10%低 く設定 されてお り,

当 然の ことながらその分だ け,地 方 自治体 の負担す る部分が増 えて しまうので

ある。
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